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○松本市重度心身障害者（児）タクシー利用料金助成事業実施要綱 

昭和５４年８月１１日 

告示第１３６号 

改正 昭和５５年４月２６日告示第６７号 

昭和５５年６月１４日告示第９３号 

昭和５８年８月８日告示第１４４号 

昭和５９年９月２８日告示第１６３号 

昭和６１年３月２７日告示第４２号 

平成元年４月１日告示第８４号 

平成２年４月１日告示第１００号 

平成４年７月１日告示第１９２号 

平成６年４月１日告示第８４号 

平成７年４月１日告示第１４３号 

平成９年４月１日告示第１１１号 

平成１１年３月２３日告示第７４号 

平成１２年８月３１日告示第３１９号 

平成１６年３月２６日告示第６５号 

平成１７年３月３１日告示第１５３号 

平成２０年３月３１日告示第１６９号 

平成２２年３月３１日告示第１６０号 

平成２４年７月９日告示第３９９号 

（目的） 

第１条 この要綱は、歩行等困難な重度心身障害者（児）が電車、バス等の通常の交通機関

を利用することが困難なため、タクシーを利用する場合に、その料金の一部を助成するこ

とにより、当該心身障害者（児）の社会活動の範囲を広めるとともに、その世帯の経済的

負担の軽減をはかり、もって在宅重度心身障害者（児）の福祉の増進を図るため、必要な

事項について定めることを目的とする。 

（受給資格者） 

第２条 助成を受けようとする者（以下「受給資格者」という。）は、市内に居住し、住民

基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づき、本市の住民基本台帳に記録された者で、

受給資格者に係る前年の所得税額が、２１，０００円以下の者で、次の第１号又は第２号
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に該当する歩行困難な者とする。ただし、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第１６

２条に規定する自動車税及び同法第４５４条に規定する軽自動車税の減免を受けた者を

除く。 

（１） 知的障害者福祉法に基づく療育手帳制度の実施について（昭和４８年厚生省発児

第１５６号）に規定する重度の障害を有する者 

（２） 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定により身

体障害者手帳の交付を受け、身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）

第７条第３項別表第５号に規定する下肢又は体幹機能障害、内部障害並びに視覚障害の

１級及び２級に該当する者 

（申請等） 

第３条 受給資格者は、助成を受けようとするときは、松本市重度心身障害者（児）タクシ

ー利用料金助成回数乗車券交付申請書（様式第１号）により市長に申請しなければならな

い。 

２ 市長は、前項に規定する申請があったときは、速やかにその審査を行い、可否を決定し、

松本市重度心身障害者（児）タクシー利用料金助成回数乗車券交付可否決定通知書（様式

第２号）により申請者に通知するものとする。 

（助成対象タクシー） 

第４条 この要綱による助成は、前条第２項の規定により助成の決定を受けた者（以下「受

給者」という。）が市内に事業所を有する一般乗用旅客自動車運送事業を営む法人又は個

人で松本地区タクシー協議会集金組合に加入している者が運行の用に供しているタクシ

ーを利用した場合に行うものとする。 

（助成額及び助成限度） 

第５条 助成額は利用１回につき７００円とし、助成の対象となる利用回数は、年間２４回

とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、受給者のうち人工透析を導入している腎臓障害者（以下「特

別受給者」という。）助成の対象となる利用回数は、年間４８回とする。 

（回数乗車券の交付） 

第６条 市長は、受給者に対し、前条の規定による回数の範囲内において必要とする回数分

の松本市重度心身障害者（児）タクシー利用料金助成回数乗車券（様式第４号。以下「乗

車券」という。）を交付する。 

２ 乗車券の交付枚数は、交付決定をした日の属する月からその年度の３月までの月数に２
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を乗じた数とする。ただし、受給者が当該年度において交付決定前に受給資格を有してい

たときは、受給資格を有するに至った月から当該年度の３月までの月数に２を乗じた数と

する。 

３ 前項の規定にかかわらず、特別受給者の乗車券の交付枚数は、交付決定をした日の属す

る月からその年度の３月までの月数に４を乗じた数とする。ただし、特別受給者が当該年

度において交付決定前に特別受給者としての受給資格を有していたときは、受給資格を有

するに至った月から当該年度の３月まで月数に４を乗じた数とする。 

（利用方法） 

第７条 受給者は、第４条に規定するタクシーを利用するときは、降車の際乗車券１枚を当

該タクシーの運転者に手渡すとともに、利用料金から乗車券に表示してある助成額を控除

した額を当該運転者に支払うものとする。 

（保護者） 

第８条 受給者が第３条に規定する申請及び乗車券の管理をすることができない事情があ

るときは、受給者を養護し生計を一にしている者（以下「保護者」という。）がかわって

当該申請及び乗車券の管理をすることができるものとする。 

（資格喪失の届出） 

第９条 受給者が次の各号のいずれかに該当したときは、受給者又は保護者は、直ちに松本

市重度心身障害者（児）タクシー利用料金助成回数乗車券交付資格喪失届（様式第３号）

に不要となった乗車券を添えて市長に提出しなければならない。 

（１） 死亡したとき。 

（２） 障害程度の変更により受給資格がなくなったとき。 

（３） 本市に住所を有しなくなったとき。 

（４） その他市長が必要と認めるとき。 

（紛失、破損等の届出） 

第１０条 受給者又は保護者は、乗車券を紛失し、破損し、若しくは汚損し、又は乗車券を

盗まれたときは、速やかに松本市重度心身障害者（児）タクシー利用料金助成回数乗車券

紛失・破損等届（様式第５号）に、破損し、又は汚損した場合は、その乗車券を添えて市

長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の届出があったもののうち、破損又は汚損については事情を考慮し、やむ

を得ないものと認める者に乗車券を再交付することができる。 

（譲渡又は担保の禁止） 
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第１１条 受給者は、乗車券を他人に譲渡し、又は担保に供してはならない。 

（乗車券の返還） 

第１２条 市長は受給者がこの要綱に違反したときその他不正に乗車券の交付を受けたと

きは、交付済の乗車券を返還させることができるものとする。 

２ 前項の場合において、受給者が既に使用した乗車券については、金銭により返還させる

ことができるものとする。 

（補則） 

第１３条 この要綱の施行について、必要な事項は別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、告示の日から施行し、昭和５４年４月１日から適用する。 

（梓川村の編入に伴う経過措置） 

２ 梓川区域に住所を有する者には、この要綱の規定にかかわらず、当分の間、梓川村在宅

障害者外出支援事業実施要綱（平成１３年梓川村告示第１７号）の例によるタクシー利用

料金の助成を行うものとする。 

附 則（昭和５５年４月２６日告示第６７号） 

この告示は、告示の日から施行し、昭和５５年４月１日から適用する。 

附 則（昭和５５年６月１４日告示第９３号） 

この告示は、告示の日から施行し、昭和５５年４月１日から適用する。 

附 則（昭和５８年８月８日告示第１４４号） 

改正 昭和５９年９月２８日告示第１６３号 

この告示は、告示の日から施行し、この告示による改正後の松本市重度心身障害者（児）

タクシー利用料金助成事業実施要綱の規定は、昭和５８年４月１日から適用する。 

附 則（昭和５９年９月２８日告示第１６３号） 

（施行期日） 

１ この告示は、昭和５９年１０月１日から施行する。ただし、この告示による改正後の松

本市重度心身障害者（児）タクシー利用料金助成事業実施要綱（以下「改正後の要綱」と

いう。）の第５条及び第７条の規定は、昭和５９年４月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ この告示施行の際に、改正前の松本市重度身体障害者（児）タクシー利用料金助成事業

実施要綱の規定により支払われた助成金は、改正後の要綱により支払われる助成金の内払
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いとみなす。 

附 則（昭和６１年３月２７日告示第４２号） 

この告示は、昭和６１年４月１日から施行する。 

附 則（平成元年４月１日告示第８４号） 

この告示は、平成元年４月１日から施行する。 

附 則（平成２年４月１日告示第１００号） 

この告示は、平成２年４月１日から施行する。 

附 則（平成４年７月１日告示第１９２号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成４年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示による改正後の松本市重度心身障害者（児）タクシー利用料金助成事業実施要

綱第５条及び第７条の規定は、平成４年４月１日以降の乗車に係るものから適用し、平成

４年３月３１日以前の乗車に係るものについては、なお従前の例による。 

附 則（平成６年４月１日告示第８４号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示による改正後の松本市重度心身障害者（児）タクシー利用料金助成事業実施要

綱第５条及び第７条の規定は、平成６年４月１日以後の乗車に係るものから適用し、平成

６年３月３１日以前の乗車に係るものについては、なお従前の例による。 

附 則（平成７年４月１日告示第１４３号） 

この告示は、平成７年４月１日から施行する。 

附 則（平成９年４月１日告示第１１１号） 

この告示は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則（平成１１年３月２３日告示第７４号） 

この告示は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則（平成１２年８月３１日告示第３１９号） 

この告示は、平成１２年９月１日から施行し、この告示による改正後の松本市重度心身障

害者（児）タクシー利用料金助成事業実施要綱の規定は、平成１２年７月１日から適用する。 

附 則（平成１６年３月２６日告示第６５号） 
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（施行期日） 

１ この告示は、平成１６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示による改正前の松本市重度心身障害者（児）タクシー利用料金助成事業実施要

綱による様式は、当分の間この告示による改正後の松本市重度心身障害者（児）タクシー

利用料金助成事業実施要綱の規定による様式とみなす。 

附 則（平成１７年３月３１日告示第１５３号） 

この告示は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年３月３１日告示第１６９号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２０年４月１日から施行する。ただし、第２条の改正規定中額の変更

に係る部分は、平成２０年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示による改正後の第５条の規定は、平成２０年４月１日以後の乗車に係るものか

ら適用し、平成２０年３月３１日以前の乗車に係るものについては、なお従前の例による。 

附 則（平成２２年３月３１日告示第１６０号） 

この告示は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年７月９日告示第３９９号）抄 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２４年７月９日から施行する。 
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様式第１号（第３条関係） 

様式第２号（第３条関係） 

様式第３号（第９条関係） 

様式第４号（第６条関係） 

様式第５号（第１０条関係） 

 


